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住
宅
借
入
金
等

特
別
控
除
は
、
居

住
年
の
適
用
期
限

が
4
年
間
延
長
さ

れ
、
平
成
29
年
12

月
31
日
ま
で
に
な

り
ま
す
。
ま
た
、

平
成
26
年
4
月
以

後
に
居
住
を
開
始

し
た
場
合
の
控
除

限
度
額
が
拡
充
さ

れ
ま
す
。

　

所
得
税
は
平
成

26
年
分
か
ら
、
市

県
民
税
は
平
成
27

年
度
か
ら
適
用
さ

れ
ま
す
。

　

上
場
株
式
等
の
配
当
・
譲
渡
所

得
等
に
係
る
10
％
の
軽
減
税
率
の

特
例
措
置
は
、
平
成
25
年
12
月
31

日
に
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。
平
成
26

年
1
月
1
日
以
降
は
、
本
則
税
率

の
20
％
が
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

区　分 所得税
市県民税の控除限度額

居住年 住宅区分 借入
限度額 控除率 各年の

控除限度額
最大
控除額

現
行
平成25年
１～12月

一般の住宅 2,000万円

１％

20万円 200万円
所得税の課税総所得金額等×５％（最高97,500円）
●控除限度額の内訳
　市民税58,500円（課税総所得金額等の３％相当額）
　県民税39,000円（課税総所得金額等の２％相当額）

認 定 住 宅 3,000万円 30万円 300万円

延
長
・
拡
充

平成26年
１～３月

一般の住宅 2,000万円 20万円 200万円

認 定 住 宅 3,000万円 30万円 300万円

平成26年
４月～29
年12月

一般の住宅 4,000万円 40万円 400万円 所得税の課税総所得金額等×７％（最高136,500円）
●控除限度額の内訳
　市民税81,900円（課税総所得金額等の4.2％相当額）
　県民税54,600円（課税総所得金額等の2.8％相当額）認 定 住 宅 5,000万円 50万円 500万円

本
則
税
率
の
20
％

が
適
用
さ
れ
る
の

は
、
所
得
税
は
平

成
26
年
分
か
ら
、

市
県
民
税
は
平
成

27
年
度
か
ら
で
す
。

※市県民税の住宅借入金等特別控除は、所得税額から控除しきれない場合に、限度額の範囲で控除を受けること
ができます。

※認定住宅とは、認定長期優良住宅および認定低炭素住宅をいいます。

1 

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
、

 

　
控
除
限
度
額
が
拡
充
さ
れ
ま
す（
居
住
年　

平
成
26
〜
29
年
）

2 

上
場
株
式
等
の
配
当
・
譲
渡
所
得
等
の

軽
減
税
率
が
廃
止
さ
れ
ま
す

●確定申告に適用される税率

個人市県民税
―平成27年度から実施される主な改正点―

　税制改正による、市県民税の改正点をお知らせします。 　　《問合せ》税務課市民税係☎21－9045

区　分 平成21～25年分 平成26年分以降

申告分離課税

合　計 10％ 20％

内　訳
所得税 ７％ 所得税 15％
市県民税 ３％

（市民税1.8％、県民税1.2％）
市県民税 ５％

（市民税３％、県民税２％）

総 合 課 税
所得税 累進課税

所得税５～40％（平成27年分から最高税率は45％となります）

市県民税 比例税率
10.1％（市民税6.1％、県民税４％）

区　分 平成21～25年分 平成26年分以降

申告分離課税

合　計 10％ 20％

内　訳
所得税 ７％ 所得税 15％
市県民税 ３％

（市民税1.8％、県民税1.2％）
市県民税 ５％

（市民税３％、県民税２％）

上場株式等の配当等に係る税率

上場株式等の譲渡所得に係る税率

※所得税では、平成25年分から2.1％の復興特別所得税が創設されました。確定申告では、
基準所得税に2.1％の税率を乗じて計算した復興特別所得税を申告納付することとなり
ます。
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上
場
株
式
の

配
当
・
譲
渡
所

得（
源
泉
徴
収

選
択
特
定
口

座
）は
、
所
得
税
と
併
せ
て
市
県

民
税
が
源
泉（
特
別
）徴
収
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
確
定
申
告

は
不
要
で
す
が
、
納
税
者
の
選
択

で
確
定
申
告
を
し
た
場
合
、
翌
年

度
の
市
県
民
税
所
得
割
か
ら
徴
収

さ
れ
た
配
当
割
・
株
式
等
譲
渡
所

得
割
を
税
額
控
除
し
ま
す
。

　

こ
の
税
額
控
除
額
は
、
平
成
25

年
分
の
確
定
申
告（
市
県
民
税
適

用
課
税
年
度
は
平
成
26
年
度
）ま

で
は
軽
減
税
率
の
3
％
で
徴
収
さ

れ
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
26
年
分

の
確
定
申
告（
同
平
成
27
年
度
）か

ら
は
本
則
税
率
の
5
％
で
徴
収
さ

れ
ま
す
。

・
配
偶
者
控
除
や
扶
養
控
除
な
ど

の
判
定
上
、
合
計
所
得
金
額
に

算
入
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、

扶
養
控
除
が
受
け
ら
れ
な
く
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

・
介
護
保
険
料
や
国
民
健
康
保
険

税
に
影
響
が
出
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

・
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
窓
口

負
担
の
割
合
に
影
響
が
出
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

※
詳
し
く
は
各
担
当
課
に
確
認
し

て
く
だ
さ
い
。

　

年
間
1
0
0
万
円
を
上
限
と
し

て
非
課
税
口
座
で
取
得
し
た
上
場

株
式
等
の
配
当
等
や
そ
の
上
場
株

式
等
を
売

却
し
た
こ

と
で
生
じ

た
譲
渡
益

が
、
非
課

税
管
理
勘

定
が
設
け
ら
れ
た
日
の
属
す
る
年

の
1
月
1
日
か
ら
最
長
5
年
間
非

課
税
と
な
り
ま
す（
平
成
26
年
1

月
1
日
〜
平
成
35
年
12
月
31
日
）。

　

こ
の
非
課
税
措
置
を
受
け
る
に

平成27年度
竹野南、八代、清滝
放課後児童クラブ入所者募集

平成25年分
まで

平成26年分
以降

市県民税
適用課税年度

平成26年度
まで

平成27年度
以降

税額控除額 軽減税率
３％

本則税率
５％

※税額控除の割合は、市民税５分の３、県民税
５分の２

確定申告をした場合の
配当割・株式等譲渡所得割控除額

●
市
県
民
税
配
当
割
・
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の

控
除
額
の
変
更

●
確
定
申
告
が
不
要
な
上
場
株

式
等
の
配
当
・
源
泉
徴
収
選

択
口
座
の
上
場
株
式
の
譲
渡

所
得
を
確
定
申
告
す
る
場
合

の
注
意
事
項

　保護者の就労等で、放課後留守家
庭となる児童の健全な育成と安心し
て働き続けられる環境づくりのため、
放課後児童クラブを開設しています。
　平成27年度、竹野南、八代および
清滝放課後児
童クラブを開
設しますので、
利用者を募集
します。

◆申込期間　１月13日（火）～23日（金）
　　　　　　※土・日曜日は除く
◆対　　象　小学校に就学する放課

後留守家庭児童
◆利用時間　小学校の下校時～午後

６時30分
《申込み》こども育成課☎29－0053

または各支所
《問合せ》こども育成課

◇勤務期間　平成27年４月～28年３月
の週３～５日程度

◇勤務時間
・平日：午後２時～６時30分の間の
３時間程度

・土曜日・夏休み：午前８時～午後
６時30分の間の５時間程度

※社会保険などには加入しません。
◇賃　　金　時給890円（保育士など

の資格あり）、800円（資
格なし）

◇申込方法　市販の履歴書に記入の
上、資格のある方はそ
の写しを添えて提出

◇申込期限　２月20日（金）
《申込み・問合せ》こども育成課

☎29－0053　　　

は
、
金
融
商
品
取
引
業
者
等
に
非

課
税
口
座
を
開
設
し
、
非
課
税
管

理
勘
定
を
設
定
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

○
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

　

w
w
w
.nta.go.jp

名称 開設予定場所

竹野南放課後児童クラブ 竹野南小学校内

八代放課後児童クラブ 八代小学校内

清滝放課後児童クラブ 清滝幼稚園内
※利用希望児童数の関係で開設できない場合
があります。

※土曜日、夏休み等の学校休業日は、保護者
の送迎が必要です。

放課後児童クラブ補助員募集
少
額
投
資
非
課
税
制
度（N

ISA

）

が
導
入
さ
れ
ま
す
。


